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現代の日本において，期間の定めのある労働契
約のもとで働く労働者（以下，有期雇用者という）
は少なからずの割合を占めており，有期雇用者は
重要な労働力になっているといえる。厚生労働省
の推計によると，非正規雇用者のうち有期雇用者
は 1200 万人にのぼり，雇用者のうちほぼ 5人に
1人が有期雇用者であるといえる。
日本において，有期雇用契約に対する法的な規
制は，期間の上限規制（労働基準法 14 条），期間
の拘束性（民法 628 条，労働契約法 17 条 1 項）の
みであり，2012 年 8 月 10 日に公布された改正労
働契約法により，後述する雇止め制限法理が法定
化されるだけでなく，無期労働契約への転換の仕
組みが導入されることになった。
雇止め制限法理が確立する背景として以下の
ことがある。2012 年の労働契約法改正前までは，
雇止めについて，これまでは法律において制限が
かけられておらず，正社員（期間の定めのない労
働契約を結んでいる従業員）の解雇について規定さ
れているだけであった。労働契約法 16 条におい
て，「解雇は，客観的に合理的な理由を欠き，社

会通念上相当であると認められない場合は，その
権利を濫用したものとして，無効とする」とし
た，いわゆる解雇権濫用法理が確立しており，こ
の法理により正社員の解雇は制限されていると認
識されてきている。例えば，解雇制限の指標を数
値化したOECD（1999）によると，日本は比較可
能な 27 カ国のうちノルウェイ，ポルトガルと並
んで最も解雇が困難な国に入るとされている 1）。
有期雇用に対して法規制が比較的緩やかであった
一方，無期雇用の解雇については厳しく規制する
ことになる。そのため，使用者は正社員を雇用す
る代わりに有期雇用者を雇い，使用者にとって必
要な期間だけ反復更新し，その後必要がなくなれ
ば更新を拒絶するようになる。このような事態が
現実のものとなれば，解雇権濫用法理はあたかも
反故なものとなるとともに，雇用の安定が図られ
ないといえる 2）。上記の事態に陥らないために，
使用者による契約更新拒否（以下，雇止めという）
についても解雇権濫用法理が類推適用され，場合
によっては正社員並みに解雇事由が問われると
いう判例法理が確立されてきた（この一連の判例
法理を，雇止め制限法理と以下では呼ぶ）。そして，
2012 年 8 月 10 日に公布された改正労働契約法に
より，雇止め制限法理が法定化されることになっ
た。
解雇権濫用法理を類推適用した有名な最高裁判
決として，東芝柳町工場事件 3）がある。同判決
では，契約を反復更新することで期間の定めのな
い契約と実質的に異ならない状態となった場合に
は，雇止めの意思表示は実質において解雇の意思
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表示にほかならず，解雇に関する法理を類推すべ
きであると判断した。その上で，余剰人員の発生
等，従来の契約を反復更新するという取扱いを変
更してもやむを得ないと認められる特段の事情が
なければ，雇止めできないとした。その後の最高
裁判決である日立メディコ事件 4）の判決文では，
期間の定めのない契約と実質的に異ならないとま
では言えない場合でも，雇用関係継続への一定程
度の期待が認められるときには，解雇権濫用法理
が類推適用されるとした。解雇権濫用法理が類推
適用され，解雇権の濫用性について判断されもし
解雇権濫用につき当該雇止めが無効となると，該
当する雇用契約がもう一回更新されて雇用契約が
継続するという効果が発生する。このような雇止
め制限法理は図1のようにまとめることができる。
ここでの問題は，雇止め制限法理が法定化され
るかにかかわらず，解雇権濫用法理の類推適用ま
たは解雇権濫用にあたるか否かの判断が，裁判所
によってなされていることである。たしかに，裁
判所が個別事例を精査しケースバイケースによっ
て判断されることは一律の法規制よりは自由度が
高いといえるかもしれない。だが，雇止め制限法
理は「期間の定めのない契約と実質的に異ならな
い状態となった場合」「雇用関係継続への合理的
な期待」と言及するだけにとどまっているため，
この法理がどのような場合に適用されるかは，当

事者にとって明確ではない。その結果，使用者が
予期していないところに雇止めができなくなると
いうリスクを避けるために，使用者は有期雇用者
の更新を避け，有期雇用者の雇用が短くなる一方
で使用者が自由に有期雇用を活用できないといっ
たデメリットが発生している可能性がある。「平
成 21 年有期労働契約に関する実態調査（事業所
調査）」によると，自発的に契約更新回数の制限
を設けている事業所は 9.7%にすぎないが，事業
所規模 1000 人以上に限定すると 32.9%の事業所
が更新回数に制限を設けている。法律には契約更
新回数についての規定が全くないため，契約更新
回数は使用者の裁量で決めることができる。しか
し実際には，雇止めができなくなるというリスク
を避けるための方法の 1つとして，従業員規模の
大きい事業所を中心に更新回数に自主的な制限を
設けているのが事実である。
そのため，雇止め無効のリスクを生み出してい
る原因となっている裁判所の判断を確認すること
が，雇止め無効の予見可能性を明らかにし，前述
したデメリットを緩和させるためにも有用であ
る。しかし，Ⅱでみるようにこれまでの研究で
は，雇止め無効や類推適用の有無の判断に与える
可能性のある要素を列挙するにとどまり，それが
どの程度影響を与えているのかまでは考察されて
いない。本稿では，判例を数量的に分析すること

雇止めが発生

雇止めされた従業員が
雇止めを不服として

地位保全請求を裁判所に

①または
②が認め
られる

①②とも認められない

権利濫用
ではない

雇止めは無効・直前の
契約が自動的に更新

解雇権濫用法理が
類推適用される
（労働契約法16条）

裁判所では以下を判断
①あたかも期間の定めのない契約
　と実質的に同じか
②①のような状態でなくても，
　雇用継続の合理的な期待がある
　と認められるか

雇止めは有効 雇止めは有効

図１　雇止め制限法理の概要
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により，解雇権濫用法理が類推適用される要素や
雇止めが無効と判断される要素として何があり，
それらの影響度はどれだけかについて明らかにす
ることを目的とする。その際，前述のように，契
約更新回数に上限を設けるという使用者側による
自主規制があるため，契約更新回数が雇止めの無
効に与える影響にも注目する。さらに，雇止め無
効の予見可能性についてどの程度あるのかについ
て分析結果をもとに議論する。判例を数量的に分
析することにより，どのような条件が統計的有意
な影響があるのか判断できるというメリットがあ
る一方で，判例を数値化することの限界もある。
また，本稿で分析したデータは，2012 年 8 月 10
日に公布された改正労働契約法より以前のデータ
であることにも注意されたい。
次節以降の構成は以下のとおりである。Ⅱでは
先行研究のレビューを行い，判例法理を数量的に
吟味する本研究の意義について説明する。Ⅲで
は，判例のデータ化について説明し，基本統計量
を確認する。Ⅳでは分析手法とその結果について
示す。Ⅴでは分析結果をまとめるとともに，結び
にかえて，個別紛争の観点から雇止めについての
インプリケーションを示す。

Ⅱ　先�行�研�究

以下では雇止め制限法理に関する研究をレ
ビューし，現在課題となっている点と本論文の貢
献を明らかにしたい。
日立メディコ事件最高裁判決が出された後に雇
止め制限法理についての問題点について指摘する
研究がいくつかある。安枝（1990）は雇止め無効
の効果として同じ契約が更新されることに疑問を
投げかけることなどを中心に，類推適用には理論
的に不明確な点があることを指摘している。ま
た，川口・古川（2004）や小宮（2008）のように，
「あたかも期間の定めのない契約」という言葉の
使い方やその適用範囲について批判する指摘がみ
られる 5）。奥田ほか（2006）や奥田（2009）によ
ると，雇止め制限法理の問題点は 2つにまとめら
れる。第 1 に，判断基準の不明確さや結果の予
見可能性が低い点である。業務の恒常性，契約期

間など，労働者が雇用継続の合理的期待をもつに
いたる判断基準は，理屈上ではいくつか考えられ
る。しかし，その基準はいくつにもわたり，どの
要素が判断の中心になるのかは必ずしも明らかで
はなく相互の関連性も明確ではない。第 2に，解
雇が合理的かどうかを判断する際に，期間の定め
のない契約の正社員に対する解雇権濫用法理にお
いて同程度の合理性は要求されていない点であ
る。本研究では，結果の予見可能性について数量
的に検討することで，先行研究に対して新たな貢
献ができると考える。�
雇止め制限法理の妥当性に対する議論と同時
に，判例を収集・分析した研究も存在する。有期
労働契約の反復更新に関する調査研究会（2000）
は，1990 年代の雇止めに関する判例 34 件をもと
に，いくつかの分析を行っている。同様な考察を
小宮（2003）も行っており，以下のようにまとめ
ている。日立メディコ事件判決以降のほとんどの
判例が，実質的無期契約状態（期間の定めのない
契約と実質的に異ならない状態）と，雇用継続の合
理的期待がある場合を区別して，解雇権濫用法理
の類推適用を吟味する。その上で，実質的無期契
約状態と認定されるためには，有期労働契約の反
復更新に関する調査研究会（2000）が提案した 6
つの要素のうち 2ないし 3を満足している必要が
あると主張した。また，継続期待の合理性が認め
られた事件は，更新の合意があったといえる明確
な根拠がないが，信義則の立場から見ると，更新
の合意があったとみてもいいという特徴を指摘し
ている。
そして，解雇権濫用法理が類推適用された場
合，濫用性の判断は，正社員の解雇の案件と比べ
て緩いと指摘されている。たとえば，人員整理の
ための雇止めについては正規従業員の解雇との差
別化を肯定する判例が多いし，能力や適格性を理
由とする雇止めについても，ある程度の使用者側
のずさんな対応があっても，労働者敗訴の結論が
出ている。小宮（2003）は以上のようにまとめ，
判決の結果については予見可能性が低く，司法へ
のアクセスが容易になり紛争が多発した場合に備
えて，ルールを法制化すべきと主張している。
定性的な研究があるものの，数量的な分析は著
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者の知る限り存在しないために，考えられるどの
要素が類推適用の判断や雇止め無効の判断に影
響しているのか，そしてその影響度合いや予見
可能性がどの程度なのか明らかではない。大竹
（2004）や川口・神林（2008）では正社員の整理解
雇に関する判例をデータ化して実証分析を行って
いる 6）が，有期雇用に対しても同様の分析を試
みるのが本研究の目的である 7）。

Ⅲ　分析データと変数

使用するデータの作成方法について説明する。
雇止め制限法理が確立したといわれる日立メディ
コ事件最高裁判決が出された 1986 年 12 月以降
に限定し，第一法規『判例体系 CD-ROM』より
「雇い止め」「雇止め」「傭い止め」「傭止め」と
いったキーワードで判例を検索した。2008 年 12
月までに限定し，検索した結果得られた判例よ
り，有期雇用者の雇止めに関する 104 件の事件を
分析対象とする。
該当する事件を選定する際に，以下のケースは
分析対象外とした。第 1に，非常勤公務員などの
任用にあたるケースは除外した。公務員の採用
は，期間に定めがあるとしても任用という特別の
行政行為を通して行われるのであり，民間の労働
契約のような当事者の合意によって成立するもの
とは性質が異なると判断している（大内 2009）。
そして，任用にあたるケースでは，継続して任用
される期待がないものとみなされ雇止め（再任用
拒否）が認められやすい傾向がある8）。そのため，
任用のケースは除外した。第 2に，労働者派遣事
業に関するケースは，他の期間の定めのある雇用
契約と事情は異なる可能性があるとして除外し�
た 9）。第 3に，契約更新が 1回も行われていない
ケースは除外した 10）。契約更新が 1 回も行われ
ていないケースでも雇止め制限法理が適用され雇
止めが認められないケースも存在するが，試用期
間とみなされ，試用期間中の解雇の是非を問うと
いう形で判断されるケースもあり，ほかの案件と
性質が異なる 11）。
以上のような形で収集した判例をデータ化し，
①解雇権濫用法理の類推適用の有無，②当該雇止

めが無効か否かを被説明変数とした実証分析を行
うように加工した。分析のために作成した変数の
基本統計量は表 1にある。ただし，変数を作成す
るにあたり，当事者同士で争いのない事実ないし
は裁判所が判断した内容をもとに作成しているこ
とに留意されたい 12）。
パネル（A）は，解雇権濫用法理が類推適用
されたかどうかについての分析サンプルの基本
統計量である。類推適用されたケースは全体の
61.5%であり，かつ雇止めが無効とされたケース
は 35.6%にあたる。解雇権濫用法理の類推適用の
有無を説明するにあたり，裁判所の判断を基に下
記のような変数を作成した。まず，契約更新の状
況として契約更新回数と通算勤続年数を作成し
た。次に，契約更新時の手続きの厳格性の程度と
して，契約更新時に更新より前の時点で書面にて
契約内容を交換しているか，そして契約更新時に
契約内容について面談を行うなどをして確認する
作業をしているかという変数を作成した。いくつ
かの判例では，該当する契約が終了し次の契約が
更新する前の時点で更新の手続きを労使で合意し
たのか否か，に注目するケースが多いため，契約
更新前か否かという点に注目している。
また，業務の客観的内容や契約上の地位の性格
を表すものとして，仕事内容が恒常的か否かと，
該当する有期雇用者と同一内容の仕事を正社員も
担当していたか否かに注目している 13）。ここで
の仕事内容が恒常的とは，該当する業務が期間の
区切りのあるプロジェクトのようなものである期
間を過ぎるとなくなるような臨時的なものではな
く，使用者が通常の事業運営をしている限り発生
する恒常的な業務のことをさす。また，雇止めの
前例の有無や，正社員と同一の労働条件か否かを
みるために正社員に比べ短時間労働か否かにも注
目している。正社員との労働条件について判例で
は採用方法や退職金の有無，勤続年数によって有
期雇用者の賃金が上昇する仕組みがあるか否かな
どに注目しているが，必ずしもすべての判例でそ
れらの情報がカバーされていないため，労働時間
のみに注目している。
パネル（B）は解雇権濫用法理が類推適用され
た判例に限定して，雇止めの無効に関する実証分
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析の基本統計量を示している。雇止めの無効に
関する実証分析における注意点として，サンプル
数が少ないため，経営不振など使用者側の都合に
より労働者側に責のない整理解雇と，労働者の職
務遂行能力や勤務態度に問題があるなど労働者側
に責のある普通解雇のケースを両方含んでいるこ
とがある。整理解雇については 4要件が知られて
いるが，関連する指標として，解雇の必要性を表
す変数として該当案件の労働者が所属していた組
織の倒産や閉鎖があったか否か，作業量の減少が
あったか否かの 2つを考える。次に解雇回避努力
として「新規に正社員，非正社員の採用があった
か」「希望退職者を募集していたか」の 2つを考
える。そのほかに該当案件の労働者が労働組合に
加入していたかをみる。この変数では特に有期雇
用者については労働組合に加入したことでその制
裁として雇止めをするというケースが見られたの
でそのような状況をコントロールする目的で作成
した。さらに，勤務態度に問題があったか（整理
解雇における人選の合理性も基礎づけうる）につい

ても変数を作成した。

Ⅳ　分�析�結�果

1　類推適用に関する分析結果

表 2は，解雇権濫用法理の類推適用に関する分
析結果である。解雇権濫用法理が類推適用される
要件として，①実質的に期間に定めのない状態と
異ならない状態，②①が認められなくとも雇用継
続の合理的期待があると認められる状態，の 2つ
をこれまでに説明してきたが，それぞれの要件に
当てはまる要因について最初に確認する。
表 2の（1）式と（2）式は，実質的に期間に定
めのない状態と異ならない状態を 1としそれ以外
を 0としたダミー変数を被説明変数とした結果で
ある。この分析では，契約更新回数と通算勤続年
数の相関が強いので，（1）式と（2）式で別々の
推定を行っている。以下の分析でも同様である。
5％有意水準で統計的に有意な変数は，「正社員

表 1　分析サンプルの基本統計量

（A）類推適用有無の分析サンプル（サンプルサイズは 104）
平均値

解雇権濫用法理の類推適用（1：類推適用される，0：されない） 0.615
雇止め無効（1：解雇権濫用として地位保全，0：それ以外） 0.356
実質的無期（1：実質的に期間に定めのない状態と異ならない，0：それ以外） 0.240
合理的期待あり（1：雇用継続の合理的期待あり，0：それ以外） 0.365
契約更新回数 10.817
通算勤続年数 6.801
契約書類を交換（1：契約更新前に書類を交換，0：それ以外） 0.654
面談・確認の場の有無（1：契約更新前にあり，0：それ以外） 0.183
更新の有無，更新基準を明確化（1：雇用者に対し明確にしていた，0：それ以外） 0.596
仕事内容の恒常性（1：恒常的，0：臨時的） 0.567
正社員と同一内容（1：同一の仕事をしている正社員がいた，0：それ以外） 0.423
雇止め前例の有無（1：雇止め過去にあり，0：なし，不明） 0.202
更新拒否の通告から雇止めまでの期間（カ月） 1.313
正社員並みの労働時間（1：労働時間が正社員と同じ，0：正社員より短い） 0.510
使用者の発言（1：継続雇用の期待を持たせる発言あり，0：それ以外） 0.163

（B）雇止め無効性の分析サンプル（サンプルサイズは 64）
平均値

雇止め無効（1：解雇権濫用として地位保全，0：それ以外） 0.578
所属組織倒産・閉鎖あり 0.109
作業量の減少あり 0.344
新規に正社員・非正社員の採用あり 0.188
希望退職を募集した 0.094
労働組合組合員 0.078
勤務態度に問題あり 0.141
実質的に期間の定めのない状態と異ならない 0.391
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と同じ仕事内容」「雇止めの前例あり」「正社員並
みの労働時間」である。雇止めの前例について
は，その前例があると実質的無期契約状態になっ
ていないということであるから，過去の雇止めが
労働者の雇用継続の合理的期待よりも契約期間に
定めがあるかないかの実態面に影響を及ぼすと裁
判所は判断している可能性がある。また，正社員
並みの労働時間といった変数のように労働条件も
実質的に期間の定めのない状態と異ならない状態
の判断には欠かせない変数である。「正社員と同
じ仕事内容」も統計的に有意であるから，正社員
と労働条件が近しい状態であるほど，実質的無期
雇用状態と判断されることが読み取れる。さら
に，注目すべきは，通算勤続年数が 10%有意水
準ではあるがプラスで有意であるが，契約更新回
数は有意ではないことであり，この解釈について
は後で議論したい。
（3）式と（4）式は雇用継続の合理的期待があ

ると認められる状態を 1とし，解雇権濫用法理が
類推適用されないケースもしくは実質的に期間に
定めのない状態と異ならない状態を 0 としたダ
ミー変数を被説明変数とした結果である。なお，
この分析では，実質的無期雇用状態でない案件に
ついて，雇用継続の合理的期待の有無が検討され
るので，実質的無期雇用状態と判断されたケース
は除いた分析を行っている。これらの結果は（5）
式，（6）式とほぼ結果は変わらないため，結果の
解釈は省略し，（5）式と（6）式の結果を考察す
る。
（5）式と（6）式は，解雇権濫用法理が類推適
用された場合を 1とするダミー変数を被説明変数
とするプロビット分析の結果を表している。契約
更新回数でみても通算勤続年数でみても，大きく
結果が変わらず，有意である変数は「面談・確認
の場」「恒常的な仕事内容」「正社員と同じ仕事内
容」「使用者の発言」である。特に「面談・確認

表 2　解雇権濫用法理の類推適用に関する分析結果

被説明変数 実質的無期 合理的期待あり 類推適用
（1） （2） （3） （4） （5） （6）

契約更新回数 0.002 0.013 0.015
（0.002） （0.009） （0.011）

通算勤続年数 0.015* 0.015 0.024
（0.009） （0.015） （0.019）

契約書類の事前やり取りあり − 0.257* − 0.201 − 0.162 − 0.226 − 0.191 − 0.231
（0.131） （0.126） （0.228） （0.217） （0.139） （0.146）

面談・確認の場あり − 0.058 − 0.089 − 0.351** − 0.345** − 0.347** − 0.372**
（0.093） （0.075） （0.145） （0.143） （0.152） （0.153）

更新の有無，更新基準が明確 − 0.019 − 0.033 − 0.131 − 0.154 − 0.111 − 0.138
（0.102） （0.099） （0.201） （0.197） （0.139） （0.147）

恒常的な仕事内容 0.082 0.089 0.299** 0.259* 0.264** 0.272**
（0.074） （0.069） （0.142） （0.142） （0.115） （0.121）

正社員と同じ仕事内容 0.196** 0.182** 0.345** 0.342** 0.291*** 0.296***
（0.090） （0.088） （0.141） （0.141） （0.113） （0.114）

雇止め前例あり − 0.188*** − 0.162*** 0.245 0.195 0.084 0.084
（0.059） （0.059） （0.172） （0.175） （0.129） （0.146）

更新拒否の通告から雇止めまでの期間 − 0.034 − 0.031 0.010 − 0.003 − 0.019 − 0.024
（0.028） （0.026） （0.044） （0.043） （0.034） （0.037）

正社員並みの労働時間 0.168** 0.198** − 0.107 − 0.043 − 0.009 0.047
（0.081） （0.077） （0.153） （0.149） （0.115） （0.123）

使用者の発言あり 0.029 0.062 0.457*** 0.446*** 0.294*** 0.326***
（0.105） （0.111） （0.136） （0.139） （0.091） （0.094）

サンプルサイズ 104 104 79 79 104 104
疑似決定係数 0.275 0.308 0.362 0.334 0.375 0.357
注：�推定にはプロビット分析を利用。表の値は限界効果，（　）内の値は標準誤差を表す。（1）式と（2）式の被説明変数は実質的に期
間の定めのない状態と異ならないと判断された場合を１とするダミー変数，（3）式と（4）式の被説明変数は雇用継続の合理的期
待があると認定された場合を１とするダミー変数，（5）式と（6）式の被説明変数は解雇権濫用法理が類推適用された場合は 1と
するダミー変数である。（3）式と（4）式の推定では，実質的無期契約状態と判断されたケースを除外しているので，（1）式，（2）式，
（5）式，（6）式とサンプル数が異なる。

***,**,* はそれぞれ 1%，5%，10%有意水準で統計的に有意であることを表す。
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の場」の係数の大きさがほかの有意である変数に
比べて大きく，更新の手続きを厳格にしているこ
とはもちろんのこと，契約内容について面談等を
設けて労働者にしっかりと納得，合意させていて
いるかどうかが重要であることがわかる。また，
「恒常的な仕事内容」「正社員と同じ仕事内容」と
いった業務内容の特性も，「正社員と近い状況で
あれば解雇権濫用法理が類推適用される」といえ
る。「契約更新回数」「通算勤続年数」「更新の有
無，更新基準が明確」といった変数が有意ではな
いことは興味深い。ほかの条件を一定にして，た
だ通算勤続年数が長くなっているからといって解
雇権濫用法理が類推適用されるわけでないし，更
新基準を明確にしているからといって類推適用か
ら免れるわけではないといえる。むしろ，労使で
納得の上で契約更新をしているのか，または使用
者が雇用期待を抱かせるような発言をしていない
かが重要であることをこの結果は示唆している。
以上では，契約更新回数や通算勤続年数が有意
でないという結果はほぼ一貫して得られている。
前述のように，使用者は雇止めに係るトラブルや
紛争を避けようと，自主的に契約期間に上限を設
けるが，そのような努力はこの結果から判断する
にあまり効果はないと示唆される。むしろ契約更
新の手続きを厳格化させること，できるだけ正社
員と異なるような仕事内容にすること，契約更新

が継続する期待を抱かせるような発言を使用者が
しないこと，というような人事上のマネジメント
をしっかりしていくことが，使用者側にとって雇
止め無効のリスクを軽減するために重要であると
いえる。
また，モデルの説明力を表す疑似決定係数はお
よそ 0.3 ～ 0.4 の範囲であり，必ずしも高い説明
力ではない。今回の分析では，有期労働契約の反
復更新に関する調査研究会（2000）が列挙した可
能性のある条件で回帰したわけだが，そのほかに
も類推適用の是非を説明する要素があると考えら
れる。そのため予見可能性は必ずしも高いとは言
えず，なぜ予見可能性は低いのかさらに検討する
必要があるといえる。

2　雇止め無効に関する分析結果

表 3は雇止め無効に関する分析結果である。そ
の結果は「作業量の減少あり」「新規に正社員・
非正社員の採用あり」「勤務態度に問題あり」が
有意であった。普通解雇については本研究で検討
することが難しいので，整理解雇について結果を
考察しておくと，解雇の必要性が雇止めの有効性
について問われているといえる。判例によっては
人選や手続きの妥当性について必ずしも言及され
ていないことがあるが，類推適用された場合正社
員の整理解雇とほぼ同等の判断がなされている様

表 3　雇止め無効に関する分析結果

（1） （2）
所属組織倒産・閉鎖あり 0.161 0.088

（0.218） （0.247）
作業量の減少あり − 0.400*** − 0.382**

（0.155） （0.158）
新規に正社員・非正社員の採用あり 0.454*** 0.427***

（0.111） （0.121）
希望退職を募集した − 0.325 − 0.271

（0.303） （0.320）
労働組合組合員 − 0.407* − 0.392*

（0.231） （0.236）
勤務態度に問題あり − 0.444*** − 0.432**

（0.169） （0.176）
実質的に期間の定めのない状態と異ならない 0.212

（0.140）
疑似決定係数 0.252 0.276
注：�サンプルサイズは 64（解雇権濫用法理が類推適用された判例に限る）プロビッ
ト分析による結果。被説明変数は，雇止め無効の場合を１とするダミー変数。
表の値は限界効果，（　）内の値は標準誤差。***�p<0.01,�**�p<0.05,�*�p<0.1
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子も分かる。また，実質的無期状態と判断された
か，それとも雇用継続の合理的期待があると判断
されたかの違いは雇止め無効には統計的有意な影
響を与えていない。

Ⅴ　むすびにかえて

本研究では，有期雇用者の契約更新拒絶につい
てその法的有効性が判断される雇止め制限法理に
注目し，正社員に適用される解雇権濫用法理が有
期雇用契約にも類推適用される条件，そして解雇
権濫用法理が類推適用された事件が無効になる時
の条件について，判例をデータ化することによっ
て分析した。その結果以下のことがわかった。
第 1に，解雇権濫用法理が類推適用されにくく
なる条件としては次のものがある。すなわち，契
約更新の前に面談の場を設けて契約内容について
確認するなど契約更新の手続きを厳格化させるこ
と，できるだけ正社員と異なるような仕事内容に
すること，契約更新が継続する期待を抱かせるよ
うな発言を使用者がしないことがある。第 2に，
契約更新回数や通算勤続年数は他の条件を一定と
すると類推適用される確率には有意な影響を与え
ていないことが分かった。第 3に，もし類推適用
された場合，仕事量の減少や新規に社員を採用し
ていたこと，勤務態度に問題があることが解雇無
効に影響を与えるということが分かった。
以上の分析結果をふまえると，雇止めに関する
紛争が発生する要因として，更新時には書面にて
契約内容の確認をすること，雇用継続の期待を持
たせるような発言を安易にしないことといった，
日ごろの人事上のマネジメントを行っていくこと
が求められることがわかる。個別紛争が顕在化す
る前に未然防止に努めることが必要であることが
改めて確認された。
また，判例を構築した裁判所の判断によれば，
他の条件を一定とした場合，通算勤続年数が長
いため，ただちに無期雇用契約と異ならない契
約とは考えられないし，雇用継続の合理的期待が
発生するとも考えられていない。むしろ，その他
の条件があるために解雇権濫用法理が類推適用さ
れるようになるといえる。2012 年 8 月 10 日に公

布された改正労働契約法において，通算勤続年数
が 5年を超えた有期雇用者について，本人の申し
出があった場合，無期雇用契約への転換を 18 条
に定めており，あたかも 5 年が無期労働契約と
有期労働契約の境目であるかのような印象を与え
る。しかし条文でも「労働者本人の申し出があっ
た場合」と定めているように，必ずしもすべての
ケースについてその境目は当たるとはいえない。
また，本稿の分析においても，必ずしも期間だ
けで無期雇用契約と異ならない契約と判断するこ
とはいえないため，反復更新を繰り返す企業の中
には，雇用者に雇用継続の合理的期待を持たせる
ような発言や行動を行う企業がみられることが示
されており，通算勤続年数だけで無期に転換する
（すべき）という議論はあまり意味がないと言え
る。また，18 条の規定は雇用継続の合理的期待
の有無にかかわらず，有期雇用者の地位を安定さ
せることに主旨があることに留意したい。
本研究の今後の課題について述べたい。第 1
に，サンプル数も少ないことがあり今回の分析で
得られた結果が頑健なものかどうか，さらに確か
める必要がある。今後判例結果の蓄積を待って分
析をしたい。第 2に，雇止めをされたとしても裁
判に至るケースはごく少ないこと，そして判例
データベースに掲載されている判例がすべてをカ
バーしているとは考えられないなど，いくつかの
理由によるサンプルセレクションが考えられる。
判例データベースのカバー状況についてさらに検
討していく必要があると考える。第 3に，モデル
の説明力である。疑似決定係数は 0.3 ～ 0.4 程度
であり，本研究で示した結果では予見可能性につ
いて議論するには説明力が低いといえる。有用な
説明変数について何があるのかさらに考察してい
きたい。

＊本稿で述べられている主張・意見は著者個人によるものであ
り，著者の所属機関によるものではない。また，本稿の作成に
あたり，山川隆一先生より貴重なコメントをいただいた。ここ
に記して感謝したい。

� 1）�� ただし，OECD による解雇規制の厳格性を表す指標
（indicators�of�employment�protection�strictness）1999 年の
バージョン 1以降 2度にわたり改訂され，2008 年にバージョ
ン 3が発表されている。バージョン 3では，日本の解雇規制
の厳しさはOECDの平均並みとしており，バージョン 1と
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の結果の違いが，指標作成の基準からくるものなのか，1999
年から 2008 年にかけて日本の解雇規制の厳格性が相対的に
緩和されたものなのか，不明である。

� 2）�� 神林・両角（2007）や小宮（2008）なども同様の指摘をし
ている。

� 3）� 最 1 小判昭和 49・7・22 民集 28 巻 5 号 927 頁。
� 4）� 最 1 小判昭和 61・12・4 労判 486 号 6 頁。
� 5）�� 川口・古川（2004）が考察した東芝柳町工場事件では，事
実認定の段階で「当事者双方とも，期間の定めは一応 2か月
と定められているが，いずれかから格別の意思表示がなけれ
ば当然更新されるべき労働契約」としている。あえて「期間
の満了毎に当然更新を重ねてあたかも期間の定めのない契約
と実質的に異ならない状態」と言う必要はなく，逆にそのよ
うな文言を使ったため，あたかも解雇権濫用法理を類推適用
するか否かの判断基準を提示したかのように誤解を生じさせ
るようになったと説明している。

� 6）�� 大竹（2004）は 1950 年以降の期間に定めのない雇用契約
に対する整理解雇の判例をデータ化し，整理解雇の 4要件が
確立したといわれる 1975 年前後で，解雇有効判決に影響を
与える要素に変化はないか確認し，1975 年前後で影響を与
える要素に変化があることを見出した。川口・神林（2008）
は 1975 年から 94 年までの整理解雇の判例をデータ化し，整
理解雇の認定にあたり，どのような条件が満たされているこ
とが必要か検討し，その結果この時期では解雇の有効無効の
判断がかなり予見可能であったことを示している。

� 7）�� 事件の内容をコード化する作業が進んでいる米国におい
ても，判例の内容を類型化するには大きな困難がある。判
例の実証分析についての難点を指摘した論文に Epstein�and�
King（2002）がある。

� 8）�� 非常勤職員側の継続雇用（再任用）の期待が損なわれたと
しても，再任用を求められることまでは認められず，損害賠
償請求が認められるにとどまっている。たとえば，中野区
（非常勤保育士）事件・東京高判平成 19・11・28 労判 951 号
47 頁，大阪大学（図書館事務補佐員）事件・最 1小判平成 6・
7・14 労判 655 号 14 頁。

� 9）�� 労働者派遣に関連した雇止めの事件として，松下プラズマ
ディスプレイ事件・大阪高判平成 20・4・25 労判 960 号 5 頁，
マイスタッフ（一橋出版）事件控訴審判決・東京高決平成
18・6・29判タ1243号 88頁，伊予銀行・いよぎんスタッフサー
ビス事件・高松高判平成 18・5・18 労判 856 号 45 頁がある。

�10）�� 契約更新しないで雇止めをして争われた事件として，テン
プル教育サポート・サービス事件・東京地判平成 13・10・1
労判速 1793 号 17 頁，カンタス航空事件・東京地判平成 12・
3・30 労判 784 号 18 頁，竜神タクシ―事件・大阪高判平成 3・
1・16 労判 581 号 36 頁，三菱興業事件・東京地判昭和 63・5・
16 労民集 39 巻 2・3 号 173 頁などがある。

�11）�� 神戸弘陵学園事件（最 3小判平成 2・6・5労判 564 号 7 頁）
では，契約更新を一度もせずに雇止めされた案件に対して，
「雇用契約に期間を設けた場合において，その設けた趣旨・
目的が労働者の適性を評価・判断するためのものであるとき
は，右期間の満了により右雇用契約が当然に終了する旨の明
確な合意が当事者間に成立しているなどの特段の事情が認め
られる場合を除き，右期間は契約の存続期間ではなく，試用
期間であると解するのが相当」と判断し，解約権留保付雇用
契約における解約権の行使は，解約権留保の趣旨・目的に照

らして，客観的に合理的な理由があり社会通念上相当として
是認される場合に許されるものと解釈された。

�12）�� 判決文に現れる事実や裁判所の判断は，裁判で提示される
情報を裁判官が独自の裁量で取捨選択し，論理的に結論を導
くために整理し直しているという側面があるといえる。その
ため判決文に掲載されている事実がすべてではなく，裁判官
が論理構成を明瞭にするために省略する可能性もあるし，そ
もそも裁判官自身の意思決定方法に大きく左右されることも
ある。結果を解釈する上で，そのようなバイアスがあること
を認識すべきである。

�13）�� 同一内容の仕事に従事する正社員がいたかについては，正
社員と職務が同じかどうかという判定も含んでいる。判例の
みでは釈然としない部分が多いため，本稿では詳細の議論を
避けるが，多くの判例では，該当する有期雇用者の担当して
いた業務が単純作業であったか否か，あるいは正社員と同じ
ラインに配属されていたか否かなどの事実をもとに判定して
いるものと思われる。
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